
１．はじめに

　近年，大規模地震に対して，既設の土構造物・土留め
構造物の耐震診断・耐震補強が進められている。在来線
における土構造物・土留め構造物の構成比率は約 80%
であり１），耐震診断・耐震補強の対象は膨大である。
　上記のうち，既設の重力式擁壁やもたれ壁といった抗
土圧擁壁の耐震診断・耐震補強においては，新設構造物
を対象とする現行の鉄道構造物等設計標準・同解説（土
留め構造物）２）（以下，「土留め標準」）を参考に擁壁の
安定性が検討されることが多い。土留め標準において，
擁壁背面に作用する地震時主働土圧は，物部岡部法３）４）

や修正物部岡部法５）といった背面地盤の粘着力の影響
を考慮しない手法により算定される。ここで，土留め標
準では擁壁の背面地盤には細粒分が少ない砂や礫からな
る盛土材料を用いることを基本としている。このような
盛土材料では，粘着力度が小さいことが多い。
　一方で，耐震診断・補強の対象となる既設擁壁は，土
工の材料・施工管理規定６）の整備が進む前に建設され
たものが多い。こうした擁壁の背面地盤には，細粒分を
多く含有する盛土材料が使用されている場合がある。こ
ういった盛土材料では粘着力が大きいことも多く，土の
せん断強度に及ぼす粘着力の影響が大きくなることが想
定される。しかし，粘着力の影響を考慮した土圧算定法
が未整備なことや，粘着力が擁壁の地震時挙動に及ぼす

影響も未解明なことから，粘着力の影響は既設擁壁の耐
震診断・補強設計では考慮されていないのが現状である
（図 1）。この場合，実態より過小評価された土のせん
断強度を用いることで，擁壁に作用する地震時土圧が耐
震診断・補強設計上で過大に評価されると考えられる。
　以上の背景から，本論文では，粘着力の影響を反映し
た地震時土圧算定法を構築する。提案法による評価より，
既設擁壁の耐震補強の低コスト化が可能と考えられる。
　本論では以下の通り検討を進めた。2章では，既設鉄
道盛土中で発揮されている粘着力度を調査した。3章で
は，2章の調査結果を元に条件設定をした実験を行い，
粘着力の影響を把握した。4章では 3章で把握した粘着
力の影響を考慮した地震時土圧算定法を示し，5章にお
いて実験結果との対比により提案法の妥当性を確認した。

２．既設鉄道盛土の調査結果

　地盤調査結果から，既設鉄道盛土中の粘着力度につい
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図１　現状の耐震診断・補強設計での粘着力度の扱い
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て分析した７）。対象は粘着力度が比較的大きいと考えら
れる，細粒分含有率 50%以上の土質区分 Fmとし，飽和
条件の供試体を用いた，圧密非排水三軸圧縮試験（以下，
「CUB試験」）と非圧密非排水三軸圧縮試験（以下，「UU
試験」）の結果を収集した。サンプル数は，CUB試験は
89点，UU試験は 61点である。CUB試験は全応力及
び有効応力による結果をそれぞれ整理した。
　各試験により得られた内部摩擦角φおよび粘着力度 c

の関係を図 2に示す。図中に示されている値はサクショ
ンによる影響を含んだ，いわゆるみかけの値となってい
る。図 2の粘着力度 cの分布より，平均的な粘着力度 c

は，CUB試験（有効応力）が最も小さく，CUB試験（全
応力），UU試験の順で大きくなる傾向にあるとわかる。
　上記のような飽和条件よりも不飽和条件の方が，一般
的に土の粘着力度は大きい。ただし，供用過程における
擁壁背面地盤の飽和度の変化は，擁壁背面地盤の土質，
排水設備の状態や擁壁の立地条件などに多大な影響を受
けるため，常に不飽和状態が保たれているとは限らない。
　また，耐震診断・補強において粘着力の影響を考慮す
る場合，粘着力度を過大評価すると土のせん断強度を過
大評価し，擁壁へ作用する地震時土圧の過小評価につな

がるため，避けるべきと考えられる。以上を踏まえ，次
章では図 2に示す飽和条件の CUB試験（有効応力）を
目安に，粘着力度を 25kPa未満で設定した模型実験に
より，粘着力が地震時主働土圧に及ぼす影響を確認する。

３．粘着力が地震時主働土圧に及ぼす影響

3. 1　実験概要
　背面地盤の粘着力が擁壁の地震時挙動と地震時主働土
圧の発現に与える影響を確認するため，1/10模型によ
る振動実験８）（以下，「1G場実験」）と，1/30模型に
30Gの遠心加速度を載荷し，実物相当の応力条件を再
現した振動実験９）（以下，「遠心模型実験」）を行った。
　実験模型の概要を図 3，図 4に，模型地盤の物性を表
1，表 2に示す。背面地盤の粘着力度は，前章の調査結
果を参考に実物換算で 25kPa以内の範囲で設定した。
各表に示す c/γhは粘着力度 cを地盤の単位体積重量γ
および擁壁高さ hで除した値で，背面地盤の自立性の高
さを示す指標となる。1G場実験では粘着力度の有無を，
遠心模型実験では粘着力度の大きさを変化させた。
　実験では，正弦波 10波を実物換算で目標最大加速度
約 100galから約 100galの増分目標で増大させて模型に
入力した。正弦波の周波数は 1G場実験で 5Hzとし，
遠心模型実験では Case2-1の最初の 5加振のみ 1Hzの
周波数としたが，安定した加振が困難であったため，以
降は 2Hzでの加振とした。実験では，擁壁の変位や擁
壁背面に作用する土圧・基礎底面に作用する地盤反力や，
擁壁・背面盛土の応答加速度を測定した。特に，土圧・
地盤反力の計測については壁面直交成分・平行成分を独

図２　粘着力度と内部摩擦力の関係（土質区分 Fm）

図３　1G 場実験概要（単位：mm）

図４　遠心模型実験概要（実物換算表記，単位：m）

表１　1G 場実験における地盤条件

表２　遠心模型実験における地盤条件
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立して計測可能な二方向ロードセルを用いた。
　本報では，各実験結果のうち一部を抜粋して示してお
り，詳細は文献 8，文献 9をそれぞれ参照されたい。
　図 5に 1G場実験における加振後における擁壁天端の
残留水平変位を示す。図 5より，粘着力がある背面地盤
の場合，擁壁の残留変位が抑制され，粘着力があること
により擁壁の安定性が向上したことがわかる。
　実験結果の分析より，背面地盤の粘着力が擁壁安定性
を向上させる要因として次節以降に示す 3点を確認した。

3. 2　擁壁背面地盤における自立領域の発生
　擁壁上部に背面地盤が自立する領域が一部存在するこ
とが背面地盤の亀裂と水平土圧から確認された。
　図 6に 1G場実験における擁壁背面地盤のすべり面形
状の例を示す。一部のケースで，図 6のようにすべり面
背面に鉛直方向の亀裂が確認された。これはテンション
クラックと呼ばれ，粘着力を有する地盤に特有の現象で，
盛土の安定検討ではこの影響を考慮する場合もある10）。
　図 7に 1G場実験および遠心模型実験それぞれについ
て，擁壁背面に作用する土圧の水平成分の分布を示す。
なお，土圧の水平成分は擁壁に作用する全水平力（擁壁
慣性力＋水平土圧合力）が最大となるタイミングのもの
を示している。図 7の 1G場実験の結果をみると，粘着
力を有する地盤材料を用いた場合，土圧の作用しない
（0以下となっている）自立領域があることが確認でき
る。これは，土の重量や慣性力により擁壁背面に作用し
ようとする水平土圧よりも，粘着力度の方が大きいため，
擁壁前面方向への土圧が作用しない領域が生じた結果と
考えられる。一方で，図 7の遠心模型実験の結果をみる
と，自立領域の存在はほぼ確認できない。また，1G場実
験における自立領域は，400gal加振までは深度 120mm
程度まで，500gal加振では深度 75mm程度までとなって
おり，600gal以降は消失することが確認された。このよ
うに，自立領域は徐々に消失していくことが確認された。
以上から，地震時には擁壁背面地盤に自立領域が発生す
る場合はあるが，地震の大きさ，粘着力度の大きさ，擁
壁高さや自立高さとの相関に依存するため，常にこの自
立領域が発生しているとは断定できない。

3. 3　擁壁背面に作用する鉛直力の増加
　粘着力を有する背面地盤の場合，擁壁と背面地盤の境
界で生じる付着力（以下，「壁面付着力」）に伴う鉛直力
の増加が確認された。擁壁背面に作用する鉛直力が増加
すると，擁壁の底面中央を回転中心とした転倒に対する
抵抗モーメントが増加し，転倒安定性が向上する。
　図 8は 1G場実験における Case1-3と Case1-4の見か
けの壁面摩擦角δwと擁壁天端水平変位 dtopの時刻歴の例
である。ここで「見かけ」としているのは，当実験にお

ける見かけの壁面摩擦角は背面地盤の内部摩擦角に由来
する鉛直力と，壁面付着力に起因する鉛直力の両者に由
来するためである。図 8に赤字で示すみかけの壁面摩擦
角の極大値を比較すると，粘着力を有する Case1-3では，

図５　各加振により生じた擁壁天端の残留水平変位
（1G 場実験の結果）

図６　最終加振後に確認されたすべり面と亀裂
（1G 場実験：Case1-3 の例）

図７　擁壁背面に作用する水平力の深度分布例

図８　擁壁天端水平変位と見かけの壁面摩擦角の時刻歴
（1G 場実験 / 上：Case1-3，下：Case1-4）
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粘着力がない Case1-4よりもこの角度は大きく，さらに
この角度は表 1に示す背面地盤材料の内部摩擦角よりも
顕著に大きいこともわかる。これは前述の通り，壁面付
着力により，擁壁背面に作用する鉛直力が増加した結果
と考えられる。なお，この見かけの壁面摩擦角の増加傾
向は 1G場実験・遠心模型実験の双方において，低加振
加速度から高加振加速度領域まで安定的に確認された。

3. 4　すべり面上で発揮するせん断強度の増加
　主働土圧は擁壁背面に生じるすべり面内の土塊が擁壁
を押し出そうとして生じる。ここで，すべり面上で発揮
されるせん断強度τが増加すると，土塊の移動を抑制
する力が増大する。このτは，内部摩擦角φ，拘束圧
σ，粘着力度 cの関数としてτ＝σ tanφ＋cと表現さ
れる。粘着力がすべり面上で動員される場合，せん断強
度τが粘着力度 cにより上式に従い増加する。実験に
おいては，すべり面上において粘着力が動員されている
ことが確認された。（以下，すべり面上において発揮し
ている粘着力度を「動員粘着力度」と記載。）
　図 9に 1G場実験および遠心模型実験結果より逆算し
たすべり面上の動員粘着力度を示す。同図には，擁壁天
端の残留水平変位が擁壁高さの 1％に到達する直前の加
振における，擁壁天端の変位が最大時の値を示した。こ
こで，逆算にあたっては図 10に示す力のつり合いを考

慮して，擁壁背面に作用する直応力およびせん断力の計
測結果を用いて未知数である背面地盤の粘着力度を動員
粘着力度として算定した。図 9より，背面地盤の粘着力
度が大きい材料を用いたケースにおいて，すべり面上の
動員粘着力度が大きく発揮されていることがわかる。
1G場実験では模型実験の相似則の関係から動員粘着力
度自体は小さいが，実応力場と同様の粘着力度が発揮さ
れる遠心模型実験では，より地盤材料の粘着力度に近い
動員粘着力度が発揮されている傾向が確認できる。

3. 5　粘着力が地震時主働土圧に及ぼす影響のまとめ
　1G場実験および遠心模型実験により，擁壁背面地盤
の粘着力が擁壁の地震時挙動と地震時主働土圧の発現に
与える影響として，以下の 3点が確認された（図 11）。
① 擁壁背面地盤における自立領域の発生
② 擁壁背面に作用する鉛直力の増加
③ すべり面上で発揮するせん断強度の増加
　このうち，①の擁壁背面地盤に生じる自立領域は，加
振加速度の上昇とともに消失する傾向や遠心場で発生し
ないこと等が確認された。以上より，背面地盤の粘着力
の影響を考慮した地震時主働土圧の算定では，②③の 2
つの影響を反映することとした。

４．粘着力を考慮した地震時主働土圧の評価法

　前章までを踏まえ，背面地盤の粘着力の影響を考慮し
た地震時主働土圧の評価法について検討する。
　粘着力の影響としては，「②擁壁背面に作用する鉛直
力の増加」，「③すべり面上で発揮するせん断強度の増加」
を考慮可能な 2種類の地震時主働土圧評価法を示す。ま
ず，既往の土圧算定式に実験で確認された②③の影響を
簡易に導入する「見かけの内部摩擦角φapの導入による
評価手法」を示し，その後本論で新たに提案する「試行
楔法に粘着力の効果を組み込む手法」を示す。

4. 1　見かけの内部摩擦角φap の導入による評価手法７）

　この手法では見かけの内部摩擦角（Apparent internal 
frictional angle：φap）の概念を導入することで，粘着力
の効果を内部摩擦角φの増加により考慮する（以下，

図９　すべり面上の動員粘着力度の比較

図 10　すべり土塊に作用する力の模式図（提案法） 図 11　粘着力が擁壁への地震時の作用に及ぼす影響
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「φap 法」）。φap法における土のせん断強度の概念図を
図 12に示す。任意の応力状態におけるせん断強度が，
内部摩擦角φと粘着力度 cの双方をを考慮した場合と，
φapのみを考慮する場合で等価となるように，φapを逆算
する。ここで，せん断強度を比較する有効土被り圧を，
擁壁下部の条件で設定することで，擁壁高さ全域にわた
り，粘着力の影響を安全側に考慮することが可能である。
　φap法は，φapを用いて既往の土圧算定式を用いること
ができる簡易な手法である。また，現行設計２）では，
壁面摩擦角δ＝1/2φres（φres：残留状態における内部摩
擦角）として算定されるため，同手法ではすべり面上の
せん断強度増加に加えて，壁面摩擦角δも増加する。
これにより，模型実験で確認された粘着力による影響の
うち，「②擁壁背面に作用する鉛直力の増加」と「③す
べり面上で発揮するせん断強度の増加」の双方の効果を
考慮可能である。ただし，直接的に壁面付着力による鉛
直力増分を評価するものでないことに加え，図 12に示
す通り調査結果よりもせん断強度を小さく設定している
ことから，安全側に粘着力の影響を考慮する手法である。

4. 2　試行楔法に直接粘着力を組み込む手法９）

　前述した粘着力の影響のうち，「②擁壁背面に作用す
る鉛直力の増加」と「③すべり面上で発揮するせん断強
度の増加」を試行楔法により考慮する（以下，「提案法」）。
試行楔法は，擁壁背面のすべり土塊に作用する力のつり
合いを考慮して，試行的にすべり面角度を変化させ，土
圧が最大となるすべり面角度を決定することで，土圧を
評価する手法である。なお，計算時は試行楔法において
擁壁背面およびすべり面上で均一な粘着力度が発揮され
ていると仮定した。その上ですべり土塊に作用する力の
つり合いを計算することで，すべり面角度に依存した地
震時主働土圧が計算可能である（図 10）。前述したすべ
り土塊に作用する力のつり合いを考慮すると，式 (1)，
式 (2)が導出される。ここで，WTはすべり土塊の重量と
上載圧合力の総和である。両式より算定される地震時主
働土圧合力が最大となるすべり面角度を試行的に探査

し，その際の地震時主働土圧合力を算定する。

 
(1)

 (2)

５．φap法・提案法と実験値との比較

　前章でφap法・提案法の 2種の土圧算定法を示した。
本章では，擁壁背面に作用する水平力・鉛直力に関して，
現行設計法（従来法）・φap法・提案法による算定値と，
実物大の応力状態を再現した遠心模型実験で得られた実
験値とを比較した。なお，φap法・提案法の計算におい
ては表 2におけるピーク強度を用いた。
　擁壁背面に作用する水平力・鉛直力の実験値とφap法・
提案法で算定した計算値との比較を図 13，図 14に示す。
なお，計算値に関しては松尾ら11）や渡辺ら12）の研究を
参考し，実験上で擁壁の降伏に相当する水平震度により
定まる地震時主働土圧の上限値を設定している。
　図 13より，擁壁背面に作用する水平力に関しては従
来法よりも，φap法・提案法ともに水平力が減少し，実
験値との整合性が向上することが確認される。これは，
粘着力によるすべり面上でのせん断強度の増加を考慮し
た結果と考えられる。ただし，前述の通りφap法では擁
壁全高さにわたりせん断強度を安全側に評価するため，
提案法と比較して安全側の評価になったと解釈できる。
　一方で，図 14を見ると擁壁背面に作用する鉛直力に
関しては，提案法で従来法よりも実験値との整合性が向
上しているが，φap法に関しては従来法よりも実験値と
の整合性が低い。前述の通り，φap法は壁面付着力の影
響を内部摩擦角の増加に伴う壁面摩擦角の増加として疑
似的に反映している。これにより鉛直力は土圧合力の壁
面直交方向に対する傾斜角度の増加に伴い増大する結果
となる。しかし，φap法ではφの増加により粘着力の影
響を考慮するため，土圧合力自体が減少する。このため，
粘着力による擁壁背面で増加する鉛直力の影響を反映で
きなかった結果である。なお，Case2-4において擁壁背
面に作用する鉛直力の実験値が計算値に比べて大きいの
は，Case2-4は遠心加速度載荷時の沈下やゆすり込み沈
下が大きく，他のケースより大きなせん断力が擁壁背面
に作用したためと考えられる。ただし，図 14を見ると，
Case2-4においても鉛直力の初期からの増分に関しては，

1
cos（ψ－φ－δ－α）Pae＝

×［（1－kv）WT secθ sin（ψ－φ＋θ）
－clcosφ－caHsecα sin（ψ－φ－α）］

（1＋tanα tanβ）＋
⎡
｜
｜
⎣

⎤
｜
｜
⎦

（1＋tanψ tanα）
tanψ－tanβ

2q
γH cosβ

1
2WT＝

×

γH 2

図 12　粘着力による内部摩擦角増加の模式図（φap法）
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概ね他ケースと同様の傾向が得られていると考えられる。
　以上より提案法は，擁壁背面に作用する水平力・鉛直
力ともに従来法やφap法と比較して実験値に整合する結果
が得られており，妥当な手法と考えられる。また，φap法
を用いた場合においては，従来法よりも水平力を合理的
に評価可能なものの，鉛直力に関しては地震時主働土圧
全体が低下することに起因して，従来法よりもやや小さく
安全側に評価された。

６．まとめ

　背面地盤の粘着力による擁壁の地震時挙動への影響メ
カニズムを解明し，地震時主働土圧の評価法を提案・検
証した。実験の結果から，擁壁背面地盤の粘着力による
影響として「擁壁背面に作用する鉛直力の増加」と「す
べり面上で発揮するせん断強度の増加」の 2点が安定的
に発揮されていることを確認した。また，この 2つの影
響を考慮した地震時主働土圧算定法を提案した。最後に，
提案法が従来法よりも実態に即した評価が可能であるこ
と，および簡易法であるφap法は提案法より安全側かつ
従来法より水平力に関して合理的な評価が可能と考えら
れることを，実験結果との比較で確認した。
　なお，本報で示した試行楔法では試行計算が必要であ
るため，筆者らは，「すべり面上で発揮するせん断強度
の増加」を考慮した地震時主働土圧の算定式を導出して
いる13）が，本検討を踏まえ「擁壁背面に作用する鉛直
力の増加」の効果も考慮した算定式に拡張を試みている。
今後は一般実務に適用可能とするため，「既設土留め構

造物の耐震診断の手引き」発刊の準備を進めている。
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